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付けたのが である。 国立衛生研究所 （ＮＩＨ）は、世界で最も有名な医学研究センターのひとつで、国民の健康推進を目的に、多くの研究に資金を提供する。年間予算約二八〇億ドルのうち 八三％に当たる二三 億ドルが助成金として、三二万五〇 〇名強の研究者に与えられ（日本の二〇〇八年度、全科学技術関係経費は三兆六〇〇 億円） 。巨額の助成金を









イエンスに関する分野を広くカバーする、無料デジタルアーカイブである こ 原案は、米国内はもちろん 世界中に大き 反響を呼び、賛否両論が寄せられた。翌年二月に発表された最終的な情報公開政策は、公的資金 得た研究の成果 、一般の人々も無料アクセスできるオ ラインデータベースに掲載されるとして高い評価を得た。
しかし、すべての人がこの成果に満足したわけではない。その理由は、①論文を提供するかどうかは著者の自由意志に任され、罰則もないこと、②原案では「発表後六カ月以内に登録」であった期限が「一二カ月以内」と後退した ③「資金提供機関と出版社の相反する期待に沿うように努力する」とされたこと、の三点である。このパブリックアクセス政策支援のために結成された納税者アクセス同盟（図書館団体、医療団体、患者団体、大学など約九〇加盟）という、納税者意識の強いアメリカ人を象徴する組織をはじめ ＯＡ推進派の人々からは懸念の声が多く表明された。この政策は二〇〇五年五月に実施されたが、案の定、論文登録率は二年経っても五％にも達せず、成果が上がっていないこ が明らかになった。そこで再び議会が動き した。パブリックアクセス政策に反対 米国出版社協会をはじめ、出版社側の激しいロビー活動やホワイトハウスの反対 もかかわらず、ＮＩＨ ＯＡを義務付ける条項を含む「二〇〇八年労働厚生歳出法案」は、下院を二〇〇七年七月に、上院 一〇月に
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や所属機関のリポジトリなどに登録し 雑誌発表後六カ月以内 ＯＡ 供する。ただ第一の方法には「出版社の方針 従って」の言葉が入っているため、出 がＯＡ化
を六カ月以上際限なく引き伸ばすことも可能との指摘もある。発表直後の論文のＯＡ化を許可する雑誌に投稿する場合は、掲載料を助成金から出すことが認められる。論文に付随する生命情報科学、原子、分子座標などのデータも、論文発表後直ちに適切なパブリックデータベースに登録しなければならない。オンタリオ州癌研究所（ＯＩＣＲ）は、ＣＩＨＲをモデル して、二〇〇八年七月にＯＡ義務化を開始した。相当な額の助成金を得た研究者は、雑誌原稿（本、 報告書、 会議発表論文などは除く）が受理された段階で、査読済み最終原稿をＯＩＣＲの機関リポジトリに登録しなければならない。助成金が小額の場合は、登録を奨励されるが義務ではない。登録論文は、六カ月以内にＯＡ化 ければなら いが、出版社が許可しない場合、六カ月の間は、機関リポジトリ、ＯＩＣＲ
―
ＩＲから、


















































医 学 研 究 会 議 ＭＲＣ 2006年10月
生 物 科 学 研 究 会 議 ＢＢＳＲＣ 2006年10月
経 済 社 会 研 究 会 議 ＥＳＲＣ 2006年10月
自 然 環 境 研 究 会 議 ＮＥＲＣ 2006年10月


























国　　名 機　関　名 略　称 開始年 内　　容
ベ ル ギ ー フランダ スー学術振興会 ＦＷＯ 2007年3月 研究成果を発表後１年以内にOAデータベースに登録。








アイルランド 高等教育機構 HEA 2008年8月 同上。ただし、著作権に問題がないことが条件。
フ ラ ン ス 国立研究機構 ANR 2008年7月 査読済み原稿をHAL-SHSに登録。
